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１. は じ め に 
近年では橋梁構造物においても振動制御の研究および実用化が進みつつあるが、桁構造やケーブル構造を
有する橋梁の鉛直振動を対象とした制振の研究例は比較的少ない。これらの振動制御は一般にパッシブ方式
とアクティブ方式に大別されるが、両者の長所を併せ持つ制御手法として、構造物の状態に応じて制御装置
を２、３の比較的少数の状態に切り替えるセミアクティブ制御を適用することが有利であると考えられる。
また最近ではセミアクティブ制御に適用可能な制御装置として、機能性流体を用いたダンパーなどの可変減
衰機構を有するデバイスの開発も進められている。そこで本研究はケーブル構造を有する橋梁の鉛直振動制
御を簡便かつ高効率に行うために、可変減衰型システムを用いたフィードフォワード型のセミアクティブ制
御を適用し、振動制御シミュレーションを行った。またアクティブ剛性型システムを適用したアクティブ制
振による解析も同時に実施し、両者の比較を通じて可変減衰型セミアクティブ制御の制振効果あるいは適用
性について考察を加えるものである。 
２. 構造物のモデル化と動的応答解析 
制御対象としては、ケーブル構造を有する実験供試体を製作し、これを図-1 に示すような２次元多自由度
系にモデル化して解析を行った。またモデル化の妥当性を検討するために、固有振動解析を実施して減衰自
由振動実験との比較を行った。表-1 から解析結果は実測値とほぼ一致し、各振動モードは比較的近接した固
有振動数を有するケーブル構造物特有の振動特性が確認され、モデル化は適切に行われたと考えられる。ま
た、表-1 および図-2 のモード形状から、この構造物は２次モードおよび３次モードが卓越しやすいと考えら
れる結果が得られた。動的応答解析手法としては、ニューマークβ法による直接数値積分法を採用して時刻
歴応答解析を行った。アクティブ剛性型システムを採用した振動制御においては構造物の剛性が時々刻々と
変化する非線形性に対応するために修正荷重増分法を採用した。本研究においてはニューマークβ法におけ
る係数βはβ=1/4、時間刻みはΔt=0.01secとした。 
３. 振動制御理論 
３.１ 可変減衰型フィードフォワード制御 
可変減衰装置を導入した場合の多自由度系制振システムにおける運動方程式は次式で表される 1)。 
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ここで、M,C,K および F(t)はそれぞれ整合質量マトリッ
クス、レーリー減衰マトリックス、剛性マトリックスおよ
び外力ベクトルである。Cv は可変減衰マトリックスであ
り、通常時および高減衰時の減衰係数 c1,c2からなる可変
減衰マトリックス C1,C2のいずれかを、構造物の応答値に
応じて Cvに代入することによって制御を行うものである。
具体的には図-1 において部材番号②で示す部材の鉛直方
向に可変粘性減衰を導入した場合を想定した。この減衰係
数の値は制振効果に重要な影響を与えると考えられるが、
この最適値の算出方法については明確な定式化はなされ
ていない。このため最適化手法の一つとして知られている
遺伝的アルゴリズム(Genetic Algorithm, GA)を用いて高減
衰時の減衰係数 c2 を決定することとし、解析の結果
c2=4.9N･sec/mを得た。通常時の減衰係数 c1については制
振装置の特性に基づいて値が定められるものであるが、本
研究においては過去の研究例 2)を参考に c1=c2/100=4.9×
10-2N･sec/mとした。 
減衰係数の切り替えは、最も卓越しやすい２次モード

の応答に着目して、これが定められた値を超過した場合に
デバイスを高減衰状態に変更することとした。２次モード
の応答の抽出には IIR 型ローパスフィルタを用いている。 図-2 固有振動モード 
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図-1 解析モデル 
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表-1 固有振動特性 

固有振動モード 1st 2nd 3rd 4th 5th 

実験 固有振動数(Hz) 4.39 5.05 6.96 8.76 11.1 
固有振動数(Hz) 4.38 5.18 6.83 8.83 11.1 

解析 
有効質量率(%) 1.13 73.0 25.3 0.11 0.45 
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なお、この状態変更の判定値も制御効果に大きな影響を与えるものであるが、
本研究では数回の予備解析に基づいて、支間中央点におけるフィルタリン
グ後の加速度で 2.0m/sec2に設定した。 
３.２ アクティブ剛性型フィードバック制御 
アクティブ剛性型システムを導入した制御系の運動方程式は以下の式

で与えられる 2)。 
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式(2)において V(t)はアクティブ剛性マトリックス、Lはアクティブ剛性配置
マトリックスである。本研究では、構造物の応答に応じてケーブル張力を直
接変更することにより制御を行うこととし、制御理論としては Fuzzy 制御
理論を適用した。推論規則については、前件部を各節点の応答速度、応
答加速度の２変数、後件部を制御張力の１変数からなる 25 規則の推論規
則群を用いた。またメンバーシップ関数は三角形型とし、これらを用い
て制御張力を算出し、式(2)中のアクティブ剛性マトリックスに代入する
ことによって解析を行う 3)。この際の制御張力の最大値は実験供試体の
アクチュエータのストロークを考慮して±30.4N とした。また、前件部に
おける加速度および速度に関するメンバーシップ関数の最大値 amax, vmaxの最
適化については、これらの変数を組み合わせ最適化問題と見なし GAを適用
して同定を行った 3)。その結果、amax=0.97m/sec2、vmax=0.31m/sec となり、こ
れらの値を用いて Fuzzy制御におけるメンバーシップ関数を設定した。 
４. ケーブル構造物の振動制御 
振動制御シミュレーションは強制振動について行い、入力外力は 1993

年の釧路沖地震の際に千代田大橋において観測された加速度波形（最大
加速度 243.8gal）を用いた。解析結果の一例として、図-3 および図-4 に
支間中央点における応答変位とそのフーリエスペクトルを示す。 
図-3 の応答変位からは、セミアクティブ、アクティブのいずれの制御

手法とも良好な制振効果を発揮しているものと考えられる。入力外力に
よって応答が増大する 10～20sec 付近においては、アクティブ制御を適
用した場合の制振効果が顕著である。セミアクティブ制御においては主
要動付近の振動抑制効果は前者と比してやや劣ると思われるが、その他
の部分ではアクティブ制御と同等かそれ以上の制御が行われており、部分的に減衰を変化させることによっ
ても、構造物全体に対して有効な制振効果が期待できると思われる。また、構造物の通常状態と高減衰状態
を変化させるパラメータの設定を、例えば入力外力がある程度大きい場合には高減衰状態をより長く維持す
るように最適化することにより、アクティブ方式に匹敵する制振性能を与えることも十分に可能であると推
定される。図-4 のフーリエスペクトルにおいても、非制御時に比較して両者ともにほぼ等しくピーク値が減
少し、高い振動抑制効果を示していることがわかる。また、非制御時において認められる３次モードについ
ては、２次モードの応答のみに着目して制御を行っているセミアクティブ制御においても、アクティブ制御
とほぼ同等の制振効果が得られている。これは、可変減衰を設定した部材の位置が３次モードのモード形状
に効果的に作用したためと考えられ、制御装置を適切な位置に設置することによって、より複数の振動モー
ドの制振が可能であると思われる。 
５. お わ り に 
本研究はケーブル構造を有する橋梁構造物の鉛直振動制御を目的として、制御装置の減衰係数を複数の状

態に変更する可変減衰型セミアクティブ制御を適用し、振動制御シミュレーションを行いその制振効果およ
び適用性について検討したものである。解析結果から、セミアクティブ制御を用いた場合においても、その
制御プロセスに十分な検討を加えることにより、アクティブ制御に匹敵するような振動抑制効果を期待でき
ることが認められた。また、本研究では最も卓越しやすい振動モードのみに着目して制御を行ったが、制御
装置を適切な位置に設置することによって複数の振動モードの制振が可能と考えられる結果が得られた。 
セミアクティブ制御における問題点としては、その設計手法が確立されていないことが挙げられる。本研

究のような可変減衰型システムでは、変更する減衰値や状態を切り替えるべき観測量などによって、その制
振効果は大きく左右されることが判明した。したがって、これらの設計に関して GA などを導入して最適な
システムを構築する必要があると思われる。 
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図-3 応答変位 

図-4 フーリエスペクトル 
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